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地震に対する家庭の備えと防災拠点設置に関する住民の基礎意識調査
―大地震発生時の住民の共助体制構築に関する研究―
Surveys of Residents’ Attitudes towards Self-Help at Home and  
the Possibility of Installation of a Local Disaster Preparedness Center
—Establishment of a Mutual Assistance Framework in the Local Community for  
Earthquake Disaster Mitigation—
  住居学科 平田　京子 石川　孝重 









Abstract　　Although mutual assistance among local residents is essential after a big earthquake, 
preparedness is not sufﬁcient even now. Due to the Great East Japan Earthquake, local residents in the 
Tokyo metropolitan area need to rethink home self-help measures and mutual assistance in the local 
community. For residents’ appropriate preparation for a possible big epicentral earthquake in Tokyo in the 
near future, proactive establishment of a mutual assistance framework by residents themselves is required. 
We surveyed residents’ attitudes towards the current self-help situation at home and the possibility of 
installation of a local disaster preparedness facility. Respondents to the questionnaire do not a sufﬁcient 
supply of water or food at home, as a standard supply is for three days for each household. Most agree to 
the installation of a local disaster preparedness facility because they recognize the importance of mutual 
assistance in the consolidation of local information.
　　Keywords :  disaster mitigation, local community, mutual assistance, local disaster preparedness center, 
Great East Japan Earthquake
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否 キーワード 回答数 回答事例
対
策
本
部
設
置
に
反
対
（
６
０
）
機能しな
い 18
組織を作っても結局最終的には，動ける人間がやるべきでしょう。本部の
人の身内や親族に何かあれば当然優先するし，機能しないと思いますが。
個人優先になる。
急に誰が指示を出すのか，などというものは難しいと思うので，必要なら
地震が起こる前から決めておくくらいでないとダメだと思うから。
コミュニティが形成されていない環境下では。組織運営が上手くいくとは
思えない。
地域高齢化で役に立たない。
薄い付き
合い 4
そもそも隣の住人が誰なのか，分からないから，信用できない。
住んでいるだけで，近所との接点がないため。
ど
ち
ら
と
も
い
え
な
い
（
２
５
１
）
わからな
い 104
現在近所つきあいもろくにないので，うまくいくのかどうか，よくわから
ない。
組織をまとめる人が居るか分からない。
地域住民の定義（規模や単位等）が曖昧なので答えられない。
日頃から訓練がない状況で機能するのかどうか不明。
むずかし
い 35
助け合いは必要だと思うが，地域住民で組織するのは難しいと思う。
忙しい人が多い地域なので難しいかと。
平日の日中は，遠隔地で仕事をしており，住民対策本部があっても，連絡
方法を知らないし，そもそも近所に知り合いがいない。
考え得る良い面と悪い面があり，いろいろな考えや立場の人がいて，難し
い問題が次々と出てくると思う。PTAのようにならなければ良いが…。
機能しな
い 29
近所づきあいが殆どないので，実際に運営できるものなのか不安。
震災後に連絡手段も作れず，誰がどこでという情報がないため機能しない
と思われる。
災害が起きた際に，その部員達がどこにいるかなどの状況がよめないため。
住民だけの組織でたいした活動はできないと思う。
対
策
本
部
の
設
置
に
賛
成
（
５
３
１
）
情報の集
約 64
周囲の人と統一した情報や認識を共有していたいので，司令塔となるよう
な組織は身近に必要。
生活する上で必要な物資だけではなく，情報などを含めて，どこかで一括
して，取り仕切ることはやはり必要だと思います。取り仕切るところがな
いと，個々人が勝手に動き，混乱を招く元だと思います。
地域の情報を総括できる組織があれば，テレビやラジオで流されないロー
カルな情報を発信・受信できるので，必要だと思う。例えばどこで何を必
要としているか，など。
地域ごとに対策を決めた方が，情報の伝達が早く，行動しやすそうだし，
まとまりやすいように思う。ただ，組織が小さい分，行動するのに不足す
るものも多そうなところが不安であるが。
まとまり
の必要性 62
コミュニティでまとまり，要求要望を行政に伝える組織を構築しないと緊
急時における連絡・支援体制の構築が出来ない。
行政やボランティア団体と被災者とを効果的に結ぶ組織が必要。ただ緊急
時に動ける人がどれくらいいるのか，あるいは多数の被災者では組織数が
多すぎて，収拾がつかないのではと…
救助や安否等で助け合うため，情報等を効果的に処理するために，組織的
に行動したほうが効率的なので。
自治会に加入していないとつながりがないから，そのようなものをもうけ
てつながりがあると良いと思う。
行政との
関係 50
今回の震災で報道を見て感じたのは，国市区町村等の公の機関に，救援を
100%期待するのは，特に震災発生後最大 1週間～ 10日間くらいは困難な
可能性があるということ。一人，もしくは家族単位で，当該期間中独自サ
バイバルが可能な状況と準備があれば問題はないが，そんな保証はない。
よって，「住民対策本部」の発想が必要になると思う。
大震災では行政やその職員も被災して上手く機能しない可能性があり，行
政ばかりに頼るのではなく自分達自身で災害に対応する組織を作ることで
より早い復興につながると思うから。
地域住民と行政とでは距離感が非常に遠いため，その中間に位置する組織
が必要だと感じたため。
早期復興のためには，行政だけでなく，自分たちにできる事を自分たちが
率先して行う事がとても必要だとおもう。組織を構成して役割分担をする
事ができれば，より効率的に作業できると思う。
近所の力 38
大きな組織を効率よく動かすには末端の小さな組織が重要になる
地域のことは，地域住民が一番分かっているし，地域の再建は地域が主体
でなければコミュニティーが崩壊してしまう。
別な地域にいる家族や友人たちとは，なかなか連絡は取れないだろうから，
近くにいる人々とともに行動していくことが必要であり，そのためにまと
めるものが必要。
大地震など広域で被害が多発した時は，その場での細かいタイムリーな対
応が求められる。そのためには，地域で独自な判断ができる組織が必要と
思う。
助 け 合
い の 必
要性
36
助け合わなければ生きてはいけないと，今回の地震で思い知ったから。
今の地域には，子供の学校生活にもずっと見守ってくれている近所の年配
の方々がいらしてくださり，本当に安心できたので，必要だし，お役に立
ちたいと思う。
協力することで被害が縮小されると思うので。
戸建てが多く住民の年齢も高いので災害時助け合いが必要で有ると思う。
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地震に対する家庭の備えと防災拠点設置に関する住民の基礎意識調査
は，要援護者がいない，家族の被害が少ない，震災
時に地域内にいることなどが条件になり，高齢者の
多い地域の現状をどうするかなど，条件がそろわな
ければならない。
解決策は単純ではないが，今回の 2つの回答群に
共通することは，防災や共助に関心の高い人の数を
増やすことにより，住民が力を合わせることへの関
心が高まってくる，復旧・復興の効率化について動
き出す可能性があることである。また共助体制を検
討する際には，事前の準備を進めておくことが唯一
の解決策なのではなく，震災後の自然発生的な組織
化も選択肢に入れる必要がある。その場合にはリー
ダーとなる人材を育成しておくことが重要になる。
本報では多くの人にとって自助さえ十分でない現
状を示した。まずは啓発として各自が備えを厚くす
ることが急がれる。人々の関心もこれに対応して自
助が中心となっているが，今回の東北地方太平洋沖
地震の経験によって，何が不足しているか，共助に
ついても考えをめぐらす人が現れている。それらの
中に耳を傾けるべき意見は多い。共助体制の構築に
は道のりは遠いが，そうした人々の意識が変わり始
めたことをまとめ，住民のニーズをふまえた形でこ
れからの共助体制の構築についての検討を続ける予
定である。
本研究の調査にご協力いただき，震災を経て考え
るところを多々記していただいた神奈川県・東京都
の回答者の皆様に感謝する。
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